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　このガイドラインは、那覇市立学校における情報機器類の管理及び運用に関する要綱(以下「要綱」という)第11条の規定に基づき、那覇市立の小学校及び中学校(以下「学校」という)におけるインターネットの利用に関し必要な事項を定めたものである。
１　インターネット利用の基本方針
　学校におけるインターネットの利用については、児童及び生徒(以下「児童等」という)並び関係者の個人情報(那覇市個人情報保護条例(平成3年那覇市条例第21号)第2条第1号に規定する個人情報をいう。以下同じ)の保護に努めるとともに、児童等の情報活用能力の育成を図り、開かれた学校、国際理解教育、総合的な学習の時間等教育課題の推進に寄与するよう努めなければならない。
２　インターネットの主な利用形態
　　インターネットの主な利用形態は、次に定めるところによる。
ア　情報の発信及び受信　
特別活動や各教科での学習事項のまとめ等を、学校のホームページに発信すると同時に、必要に応じて意見等を受信するとき。
イ　情報の検索及び収集　
学習に関連する情報を検索又は収集し、関連する質問を送り、回答を得るとき。
ウ　教材作成　
学習活動等で活用できる情報を収集し、加工し、教材作りに活用するとき。

エ　国内及び国際交流　
電子メール等を利用して、国内及び海外の都市、機関、学校等との交流を行うとき。
３　利用者
　　学校において、インターネットを利用できる者は、次に掲げるとおりとする。
ア　学校に在籍する児童等及び教職員
イ　那覇市教育委員会職員及び那覇市教育委員会が適当と認めた者
ウ　その他、PTA活動等で教育用コンピュータの利用を校長が許可した者
４　管理責任者
(1)　学校におけるインターネットの利用に関わる管理責任者は、校長とする。
(2)　校長は、要綱第4条第2項で定める学校情報機器類管理運用委員会において、インターネット活用及び学校ホームページの内容に関して協議をすること。
(3)　校長は、インターネット利用の適正を図るため、インターネット利用に関する校内運用基準(以下「校内運用基準」という)を定め、教職員及び児童等に周知すること。
５　情報の発信
(1)　インターネットを利用した学校の情報発信は、学校の公的名称を使用し、教育委員会が指定したインターネットサーバ(インターネット上における情報の受発信を制御するコンピュータ)において行うものとする。
(2)　校長は、ホームページ等により情報の発信を行う場合は、本ガイドライン及び校内運用基準に基づいた適正な発信内容であることを事前に確認するものとする。
(3)　ホームページ等に掲載する情報(文章、図表、絵画、写真、音楽等)は、その著作権に十分配慮しなければならない。
(4)　児童等が発信する情報は、電子メールも含めて教職員が確認するものとする。
(5)　学校のホームページには、本ガイドライン及び校内運用基準を掲載し、情報発信がこれらの規程に基づいたものであることを、ホームページに明記するものとする。
６　個人情報の発信及び受信
(1)　インターネットを利用した職員及び児童等の個人情報の発信は、校長が教育活動上必要と認めた場合に限るものとし、発信及び受信された個人情報により本人が不利益を被ることがないよう、必要な対策を講じなければならない。
(2)　児童等の個人情報を発信しようとする場合は、本人及び保護者に対して、個人情報を発信する趣旨及び危険性を説明し、その同意を得た上で発信するものとする。
(3)　学校ホームページ上に掲載された個人情報について、本人又はその保護者から、その訂正、削除等の指摘又は要請を受けたときは、速やかに適切な対応又は措置を講じなければならない。
(4)　インターネットで発信する児童等の個人情報の範囲は、次のとおりとする。
ア　氏名等　　

原則として氏名は使用しない。ただし、校長が教育上必要であると認めた場合は、「姓」、「学年」等にするなど、十分に配慮すること。
イ　写真　　

児童等の写真を使う場合は、集合写真とするなどなるべく個人が特定できないように配慮する。やむを得ず個人が特定できる写真を掲載する場合には、その写真を児童等本人及び保護者に示して同意を得た上で、氏名と一致することのないように掲載する。
　　ただし、相手が特定される電子メールにおいては、教育上の必要があると校長が認めた場合に限り、個人の顔が特定できる写真を使うことができる。この場合も児童等本人及び保護者の同意を必要とする。
ウ　意見・主張等　　
児童等の意見・考え・主張等については、教育上の効果を考慮し、発信することができる。
エ　その他の個人情報　　
住所、電話番号、生年月日、家族構成等、児童等の個人生活に関する情報は、いかなる場合においても発信しないこととする。
７　児童等の利用に関する配慮
(1)　教職員は、児童等のインターネットの利用については、人権、著作権等への配慮及びインターネット利用における基本的なモラルやマナーについて、情報の受発信者としての自覚と責任を、児童等が正しく理解できるよう適切に指導しなければならない。
(2)　インターネットの特性を考慮し、児童等の健全な育成を妨げるおそれのある情報に、児童等が不用意に触れることのないよう、万全の配慮を行わなければならない。
８　禁止事項
　職員及び児童等は、ネットワークの健全な活用を行うために、次に挙げる行為をしてはならない。
ア　公序良俗に反する行為
イ　企業や商品などを宣伝または誹謗・中傷する行為
ウ　教育基本法で禁止されている政治・宗教活動に関する行為
エ　学校等公的機関の品位を傷づける行為
オ　虚偽の情報を発信する行為
カ　他人の名誉を傷つけたり誹謗・中傷したりする行為
キ　第三者の著作権やその他の権利を侵害する行為
ク　ネットワークの正常な運用を妨害する行為
ケ　教育活動・校務に関わりのない私的な通信等の行為
コ　その他法令及び規則等に違反する行為
９　その他
　　学校教育課長及び教育研究所長は、インターネットの利用状況について校長に報告を求め、必要に応じて指導を行うものとする。
